
別紙３ 作成すべき附属明細書 
 法人全体 拠点区分 

１ 借入金明細書 ○  

２ 寄附金収益明細書 ○  

３ 補助金事業等収益明細書 ○  

４ 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書 ○  

５ 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書 ○  

６ 基本金明細書 ○  

７ 国庫補助金等特別積立金明細書 ○  

８ 基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書  ○ 

９ 引当金明細書  ○ 

10 拠点区分資金収支明細書  ○ 

11 拠点区分事業活動明細書  ○ 

12 積立金・積立資産明細書  ○ 

13 サービス区分間繰入金明細書  ○ 

14 サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書  ○ 

15 就労支援事業別事業活動明細書  ○ 

15-2就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）  ○ 

16 就労支援事業製造原価明細書  ○ 

16-2就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）  ○ 

17 就労支援事業販管費明細書  ○ 

17-2就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）  ○ 

18 就労支援事業明細書  ○ 

18-2就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）  ○ 

19 授産事業費用明細書  ○ 

  

 10 拠点区分 
資金収支明細書 

11 拠点区分 
事業活動明細書 

介護保険サービス及び障害福祉サービスを実施する拠点区分 省略可 要作成 

子どものための教育・保育給付費、措置費による事業を実施する拠点区分 要作成 省略可 

上記以外の事業を実施する拠点 いずれか一方を省略可 

サービス区分が１つの拠点区分 どちらも省略可 

省略可能な事項等 

作業種別ごとに区分することが困難な場合 作業種別の区分 

・サービス区分ごとに定める就労支援事業について、各

就労支援事業の年間売上高が 5000 万円以下であっ

て、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造

業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な

場合 

・16就労支援事業製造原価明細書及び 17就労支

援事業販管費明細書に代えて 18 就労支援事業

明細書 

・15-2 就労支援事業別事業活動明細書（多機能

型事業所等）及び 17-2 就労支援事業販管費明

細書（多機能型事業所等）に代えて 18-2 就労

支援事業明細書（多機能型事業所等） 

 


